
 平 成 ２ ７ 年 度  第 ２ 回 
工 事 担 任 者 試 験 問 題  種

別 
 Ａ   Ｉ  

 Ｄ  Ｄ 総  合  種          
 

注  意  事  項  

１  試験開始時刻        ９時３０分 

２  試験科目数別終了時刻 
 試 験 科 目 基礎又は法規 技術のみ 基礎と法規 基礎（又は法規）と技術 全 科 目 

 科  目  数 １ 科 目 １ 科 目 ２ 科 目 ２ 科 目 ３ 科 目 

 終 了 時 刻 １ ０ 時 １ ０ 分 １ ０ 時 ５ ０ 分 １ １ 時 ３ ０ 分 １ ２ 時 １ ０ 分 

３  試験科目別の問題番号ごとの解答数及び試験問題ページ  
 

科    目 
  問 題 番 号 ご と の 解 答 数   試験問題 

ページ  第 1 問 第 2 問 第 3 問 第 4 問 第 5 問 第 6 問 第 7 問 第 8 問 第 9 問 第 10 問 

 電 気 通 信 技 術 の 基 礎 ４   ５   ４  ４  ５  ― ― ― ― ― Ｎ － 1 ～  6 

 端末設備の接続のための技術及び理論 ５   ５   ５    ５   ５   ５  ５  ５   ５  ５  Ｎ － 7 ～ 19 

 端末設備の接続に関する法規 ５   ５   ５   ５  ５  ― ― ― ― ― Ｎ －20 ～ 26 

４  受験番号等の記入とマークの仕方 

(１)  マークシート（解答用紙）にあなたの受験番号、生年月日及び氏名をそれぞれ該当枠に記入してください。 

(２)  受験番号及び生年月日に該当する箇所を、それぞれマークしてください。  

(３)  生年月日の欄は、年号をマークし、生年月日に１桁の数字がある場合、十の位の桁の「０」もマークしてください。 

[記入例]  受験番号  ０１N９２１１２３４                生年月日  昭和５０年３月１日 

           

受　　験　　番　　号

000000000

111111111

22222222

3333333

444444

55555

6 6666

77 7777

8

9

888

999

88

99

5

6

Ｎ

4

5

6

7

8

9
             

生　年　月　日

000000

111111

22222

33333

4444

5555

66 66

777

9

8 8 8

99

年 号

年 月 日

昭
和

平
成

Ｈ

  
５  答案作成上の注意 

(１)  解答は、別に配付するマークシート（解答用紙）の該当欄の正解として選んだ番号マーク枠を、黒の鉛筆（ＨＢ又はＢ）

で濃く塗りつぶしてください。 
① ボールペン、万年筆などでマークした場合は、採点されませんので、使用しないでください。 

② 一つの問いに対する解答は一つだけです。二つ以上マークした場合、その問いについては採点されません。 

③ マークを訂正する場合は、プラスチック消しゴムで完全に消してください。 

(２)  免除の科目がある場合は、その科目欄は記入しないでください。 

(３)  試験問題についての特記事項は、裏表紙に表記してあります。 

６  合格点及び問題に対する配点 

(１)  各科目の満点は１００点で、合格点は６０点以上です。 

(２)  各問題の配点は、設問文の末尾に記載してあります。 

マークシート（解答用紙）は、絶対に折り曲げたり、汚したりしないでください。 
 

 

受 験 番 号 

（ 控  え ） 

（今後の問い合わせなどに必要になります。） 

 

次ページ以降は試験問題です。試験開始の合図があるまで、開かないでください。 

解答の公表は 11 月 25 日 10 時以降の予定です。 
合否の検索は 12 月 14 日 14 時以降の予定です。 



Ｎ－1

電気通信技術の基礎

第１問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 図１に示す回路において、矢印のように電流が流れているとき、抵抗Ｒ は、 (ア)２

オームである。ただし、電池の内部抵抗は無視するものとする。 (５点)

① ２ ② ４ ③ ６ ④ ８ ⑤ １２

図１

(２) 図２に示す回路において、コンデンサに流れる交流電流Ｉ が２アンペアであるとき、回路Ｃ

に流れる全交流電流Ｉは、 (イ) アンペアである。 (５点)

① ３ ② ５ ③ ６ ④ ９ ⑤ １０

図２

(３) インダクタンスＬヘンリーのコイルにＩアンペアの直流電流が流れているとき、このコイル

に蓄えられている電磁エネルギーは、 (ウ) ジュールである。 (５点)

１ １２ ２ ２ ２① ２Ｌ Ｉ ② ２ＬＩ ③ ＬＩ ④ Ｌ Ｉ ⑤ ＬＩ
２ ２

(４) 中身がくり抜かれていない不導体(絶縁体)に対し、正に帯電した導体を近づけると、不導体

(絶縁体)の表面において、帯電体に近い側に負、遠い側に正の電荷が現れる。この現象は、

(エ) といわれる。 (５点)

① 誘電分極 ② 局所電池 ③ 電磁誘導 ④ 誘電正接 ⑤ 双極子

Ω＝１５ΩＲ＝１０

Ｉ

Ω ＝５

＝２ Ａ

Ｘ

Ｉ

ＸＬ Ｃ

Ｃ

Ｒ２

Ｒ１

４ Ａ８ Ａ

２ Ω

３ Ω

７６ Ｖ １２ Ｖ



Ｎ－2

第２問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 半導体材料の構造には、原子が規則正しく配列している単結晶、原子の間隔や結合角度など

が不規則である非晶質などがあり、非晶質は (ア) ともいわれる。 (４点)

① ドーパント ② アクセプタ ③ プラズマ

④ コロイド ⑤ アモルファス

Ｉ(２) 図１に示すトランジスタ増幅回路においてベース－エミッタ間に正弦波の入力信号電圧Ｖ

を加えたとき、コレクタ電流 Ｉ が図２に示すように変化した。Ｉ とコレクタ－エミッタ間Ｃ Ｃ

の電圧Ｖ との関係が図３のように表されるとき、Ｖ の振幅を１００ミリボルトとすれば、ＣＥ Ｉ

電圧増幅度は、 (イ) である。 (４点)

① ２０ ② ３０ ③ ４０ ④ ５０ ⑤ ６０

(３) アバランシホトダイオードは、 (ウ) による電流増幅作用を利用した受光素子であり、

光検出器などに用いられる。 (４点)

① 電子なだれ増倍現象 ② トンネル効果 ③ 励起光

④ ポッケルス効果 ⑤ マイクロ波

(４) バリスタは、 (エ) 特性が非直線的な変化を示す半導体素子であり、過電圧の抑制、衝

撃性雑音の吸収などに用いられる。 (４点)

① 周波数－振幅 ② 電圧－電流 ③ 静電容量－温度 ④ 伝送損失

(５) トランジスタ増幅回路を接地方式により分類したとき、出力インピーダンスが最も大きく、

入力インピーダンスが最も小さいものは、 (オ) 接地の増幅回路である。 (４点)

① コレクタ ② エミッタ ③ ベース ④ カソード ⑤ ソース

図２ 図３図１
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Ｎ－3

第３問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 図１、図２及び図３に示すベン図において、Ａ、Ｂ及びＣが、それぞれの円の内部を表すと

き、図１、図２及び図３の塗りつぶした部分を示すそれぞれの論理式の論理和は、 (ア)

と表すことができる。 (５点)

① Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ａ･Ｂ ② Ａ･Ｂ･Ｃ＋Ａ･Ｂ ③ (Ａ＋Ｂ＋Ｃ)･Ａ＋Ｂ

④ (Ａ＋Ｂ＋Ｃ)･Ａ･Ｂ ⑤ Ａ･Ｂ･Ｃ＋Ａ＋Ｂ

図１ 図２ 図３

(２) 図４に示す論理回路において、Ｍの論理素子が (イ) であるとき、入力Ａ及び入力Ｂか

ら出力Ｃの論理式を求め変形し、簡単にすると、Ｃ ＝ Ａ･Ｂで表される。 (５点)

図４

① ② ③ ④ ⑤

入力Ｂ
入力Ａ

出力Ｃ

Ｍ

ＣＢ

Ａ

ＣＢ

Ａ

ＣＢ

Ａ



Ｎ－4

(３) 図５に示す論理回路は、ＮＡＮＤゲートによるフリップフロップ回路である。入力ａ及び

入力ｂに図６に示す入力がある場合、図５の出力ｃは、図６の出力のうち (ウ) である。

(５点)

① ｃ１ ② ｃ２ ③ ｃ３ ④ ｃ４ ⑤ ｃ５ ⑥ ｃ６

図５

図６

(４) 次の論理関数Ｘは、ブール代数の公式等を利用して変形し、簡単にすると、 (エ) と表

すことができる。 (５点)

Ｘ ＝ (Ａ＋Ｂ)･(Ｂ＋Ｃ)＋(Ｃ＋Ａ)･(Ａ＋Ｂ)

① Ａ＋Ｂ＋Ｃ ② Ａ＋Ｂ＋Ｃ ③ Ａ＋Ｂ＋Ｃ

④ Ａ＋Ｂ＋Ｃ ⑤ Ａ＋Ｂ＋Ｃ

a

b

c1

c2

c3

c4

c5

1

0

1

1

1

1

1

1

0

0

0

0

0

0

入力

出力

c6
1

0

入力ａ
出力ｃ入力ｂ

出力 d



Ｎ－5

第４問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 図１において、電気通信回線への入力電圧が (ア) ミリボルト、その伝送損失が１キロ

メートル当たり０.９デシベル、増幅器の利得が３８デシベルのとき、電圧計の読みは、５５０

ミリボルトである。ただし、変成器は理想的なものとし、電気通信回線及び増幅器の入出力イ

ンピーダンスは全て同一値で、各部は整合しているものとする。 (５点)

① ３.９ ② ６.５ ③ ３３ ④ ３９ ⑤ ６５

(２) 平衡対ケーブルが誘導回線から受ける電磁的結合による漏話の大きさは、一般に、誘導回線

のインピーダンスに (イ) 。 (５点)

① 反比例する ② 比例する ③ 等しい ④ 関係しない

(３) 図２に示すアナログ方式の伝送路において、受端のインピーダンスＺに加わる信号電力が

１５ミリワットで、同じ伝送路の無信号時の雑音電力が０.００１５ミリワットであるとき、

この伝送路の受端におけるＳＮ比は、 (ウ) デシベルである。 (５点)

① １５ ② ２５ ③ ４０ ④ ４５ ⑤ ５０

(４) 図３に示すように、異なる特性インピーダンスＺ 、Ｚ の線路を接続して信号を伝送した０１ ０２

とき、その接続点における電圧反射係数をｍとすると、電流反射係数は、 (エ) で表される。

(５点)

ｍ ｍ ｍ ｍ① １＋ ② ③ １－ ④ －

電圧計

図１ ３：５

発振器 電気通信回線

巻線比 終端抵抗

変成器

Ｖ
増
幅
器

２０ kｍ

信号電力

受端送端

信
号
源

信 号 時 Ｚ

Ｚ

15

mＷ0.0015

雑音電力
無信号時 ＺＺ

mＷ

図２

0

0

図３

伝送方向 接続点

ｍ
電圧反射係数

02Ｚ01Ｚ



Ｎ－6

第５問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) デジタル信号の変調などについて述べた次の二つの記述は、 (ア) 。 (４点)

Ａ ＱＰＳＫの信号点は、信号点配置図上でそれぞれ異なる位相を持つ四つの点で表される。

Ｂ 同一の変調方式を用いてデジタル信号を伝送する場合、送信されるデジタル信号の速度が

速くなるに伴い、伝送に必要な周波数帯域幅は広くなる。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(２) ＰＣＭ信号の多重化に用いられる (イ) 方式は、各チャネル別に送出されるパルス信号

を時間的にずらして伝送することにより、伝送路を多重利用するものである。 (４点)

① ＣＤＭ ② ＣＤＭＡ ③ ＴＤＭ ④ ＴＤＭＡ ⑤ ＴＩＦＦ

(３) 音声信号のＰＣＭ符号化において、信号レベルの高い領域は粗く量子化し、信号レベルの低

い領域は細かく量子化することにより、量子化ビット数を変えずに信号レベルの低い領域にお

ける量子化雑音を低減する方法は、一般に、 (ウ) といわれる。 (４点)

① 差分量子化 ② 非直線量子化 ③ ハフマン符号化

④ 予測符号化 ⑤ 可変ビットレート

(４) アナログ信号の伝送における減衰ひずみについて述べた次の二つの記述は、 (エ) 。

(４点)

Ａ 音声回線における減衰ひずみが大きいと、鳴音が発生したり反響が大きくなるなど、通話

品質の低下の要因となる場合がある。

Ｂ 減衰ひずみは、非直線ひずみの一種であり、伝送路における信号の減衰量が周波数に対し

て比例関係にあるために生ずるひずみである。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(５) 光ファイバ中の屈折率の変化(揺らぎ)によって光が散乱する現象は (オ) 散乱といわれ、

光損失の要因の一つとなり、これによる損失は光波長の４乗に反比例する。 (４点)

① ブリルアン ② ラマン ③ ミー ④ コンプトン ⑤ レイリー



Ｎ－7

端末設備の接続のための技術及び理論

第１問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計１０点)

(１) ＤＥＣＴ方式を参考にしたＡＲＩＢ ＳＴＤ－Ｔ１０１に準拠したデジタルコードレス電話機

について述べた次の二つの記述は、 (ア) 。 (２点)

Ａ 親機と子機との間の無線通信には、１.９ギガヘルツ帯の周波数が使用される。

Ｂ 親機と子機との通話時には、一般に、電子レンジや無線ＬＡＮの機器との電波干渉による

ノイズが発生しやすいが、周波数ホッピング技術により電波干渉を発生しにくくしている。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(２) 親のＰＢＸの内線側に子の関係となるＰＢＸやボタン電話装置の外線側を接続することで、

利用できる内線端末の機器の種類や台数を増加させて、親のＰＢＸに収容される内線端末数を

増やす方式は、一般に、 (イ) といわれる。 (２点)

① 公専公接続 ② ビハインドＰＢＸ ③ セントレックス

④ 内線延長方式 ⑤ クラウドＰＢＸ

(３) ＰＢ信号方式のダイヤルインサービスを利用するＰＢＸには、夜間になったときの対応の手

段として、夜間閉塞機能がある。このときの接続シーケンスはダイヤルインの接続シーケンス

とは異なり、電気通信事業者の交換機からは、 (ウ) が送出されずに、一般の電話機に着

信する場合と同様の接続シーケンスにより、夜間受付用電話機に着信する。 (２点)

① １次応答信号 ② ２次応答信号 ③ 呼出信号

④ 内線指定信号 ⑤ 呼出音

(４) ＩＳＤＮ一次群速度ユーザ・網インタフェースにおけるデジタル回線終端装置について述べ

た次の二つの記述は、 (エ) 。 (２点)

Ａ デジタル回線終端装置は、一般に、電気通信事業者側から遠隔給電されないため、ユーザ

宅内の商用電源などからのローカル給電により動作する。

Ｂ ＩＳＤＮ端末側からデジタル回線終端装置へは給電されないが、デジタル回線終端装置か

らＩＳＤＮ端末側へは給電されている。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(５) 既設端末設備の外部誘導ノイズに対する対策としては、接地されていない高導電率の金属で

電子機器を完全に覆う (オ) などが用いられる。 (２点)

① アクティブシールド ② 静電シールド ③ コモンモードチョークコイル

④ ハイパスフィルタ ⑤ 電磁シールド



Ｎ－8

第２問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計１０点)

(１) ＧＥ－ＰＯＮの上り信号及び下り信号について述べた次の二つの記述は、 (ア) 。

(２点)

Ａ ＧＥ－ＰＯＮの上り信号は光スプリッタで合波されるため、各ＯＮＵからの上り信号が衝

突しないようＯＬＴが各ＯＮＵに対して送信許可を通知することにより、上り信号を時間的

に分離して衝突を回避している。

Ｂ ＧＥ－ＰＯＮの下り信号は放送形式でＯＬＴ配下の全ＯＮＵに到達するため、各ＯＮＵは、

受信フレームの取捨選択をイーサネットフレームのプリアンブルに収容されたＬＬＩＤとい

われる識別子を用いて行っている。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(２) ＩＥＥＥ８０２.３ａｔ Ｔｙｐｅ１及びＴｙｐｅ２として標準化された規格について述べた

次の記述のうち、誤っているものは、 (イ) である。 (２点)

① ＩＥＥＥ８０２.３ａｔには、ＩＥＥＥ８０２.３ａｆの規格がＴｙｐｅ１として

含まれている。

② Ｔｙｐｅ２では、ＰＳＥの１ポート当たり、直流５０～５７ボルトの範囲で最大

８０.０ワットの電力を、ＰＳＥからＰＤに給電することができる。

③ ＰｏＥ Ｐｌｕｓ規格で使用できるＵＴＰケーブルは、カテゴリ５ｅ以上の性能が

求められる。

④ １０００ＢＡＳＥ－Ｔでは、４対全てを信号対として使用しており、給電に使用

する信号対の違いにより、１番、２番のペアと３番、６番のペアを給電に使用する

方式はオルタナティブＡ、４番、５番のペアと７番、８番のペアを給電に使用する

方式はオルタナティブＢといわれる。

⑤ １０ＢＡＳＥ－Ｔ／１００ＢＡＳＥ－ＴＸでは、空き対となっている４番、５番

のペアと７番、８番のペアを給電に使用する方式はオルタナティブＢといわれる。

(３) ＩＥＴＦのＲＦＣ３２６１において標準化されたＳＩＰについて述べた次の記述のうち、正

しいものは、 (ウ) である。 (２点)

① ＳＩＰは、単数又は複数の相手とのセッションを生成、変更及び切断するための

アプリケーション層制御プロトコルであり、ＩＰｖ４及びＩＰｖ６の両方で動作する。

② ＳＩＰサーバのうちプロキシサーバは、ユーザエージェントクライアント(ＵＡＣ)

の登録を受け付ける。

③ ＳＩＰサーバのうちリダイレクトサーバは、受け付けたＵＡＣの位置を管理する。

④ ＳＩＰサーバのうちレジストラは、ＵＡＣからの発呼要求などのメッセージを転

送する。

⑤ ＳＩＰサーバのうちロケーションサーバは、ＵＡＣからのメッセージを再転送す

る必要がある場合に、その転送先を通知する。
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(４) ＩＰ－ＰＢＸのサービス機能のうち、コールパーク機能及び可変不在転送機能について述べ

た次の二つの記述は、 (エ) 。 (２点)

Ａ コールパーク機能を使うと、自席の内線電話機で、通話中の相手を一時保留するためのフッ

キング操作の後にコールパーク用のアクセスコードをダイヤルし、次に、離れたところの別

席の内線電話機からアクセスコードと自席の内線番号をダイヤルすることにより、保留され

ていた相手と再度通話することができる。

Ｂ 可変不在転送機能を使うと、内線番号Ａを持つ者が自席を不在にするとき、自席の内線電

話機で、可変不在転送用のアクセスコードをダイヤルし、行先の内線番号Ｂを登録しておく

と、以降、この内線番号Ａへの着信呼が、登録された行先の内線番号Ｂへ転送される。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(５) ＩＥＥＥ８０２.１１標準の無線ＬＡＮの特徴などについて述べた次の記述のうち、誤ってい

るものは、 (オ) である。 (２点)

① ＣＳＭＡ／ＣＡ方式では、送信端末の送信データが他の無線端末の送信データと

衝突しても、送信端末では衝突を検知することが困難であるため、アクセスポイン

ト(ＡＰ)からのＲＴＳ信号を送信端末が受信して、送信データが正常にＡＰに送信

できたことを確認する。

② 無線ＬＡＮの機器には、２.４ＧＨz帯と５ＧＨz帯の両方の周波数帯域で使用でき

るデュアルバンド対応のデバイスが組み込まれたものがある。

③ 無線ＬＡＮで用いられているＯＦＤＭ(直交周波数分割多重)は、マルチパス伝搬

環境における伝送速度の高速化を可能とする伝送方式である。

④ 無線ＬＡＮで用いられているスペクトル拡散変調方式は、耐干渉性の向上を図る

ため、１次変調(ＡＳＫ、ＦＳＫ、ＰＳＫ)された搬送波に対して、さらにスペクト

ル拡散といわれる方法により２次変調を行うもので、その方式には直接拡散方式、

周波数ホッピング方式などがある。

第３問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計１０点)

(１) ＩＳＤＮ基本ユーザ・網インタフェースの参照構成について述べた次の二つの記述は、

(ア) 。 (２点)

Ａ ＴＥには、ＩＳＤＮ基本ユーザ・網インタフェースに準拠しているＴＥ１があり、ＴＥ１

がＮＴ２に接続されるときのＴＥ１とＮＴ２の間の参照点はＵ点となる。

Ｂ ＮＴ２は、一般に、ＴＥとＮＴ１の間に設置され、ＮＴ２には、交換や集線などの機能の

ほか、レイヤ２及びレイヤ３のプロトコル処理機能を有しているものがある。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(２) ＩＳＤＮ一次群速度ユーザ・網インタフェースでは、１フレーム(１９３ビット)を２４個集

めて１マルチフレームを構成していることから、２４個のＦビットを活用することができる。

このＦビットは、フレーム同期、ＣＲＣビット誤り検出及び (イ) に使用されている。

(２点)

① マルチポイント着信手順 ② サブアドレス表示 ③ バイト同期

④ リモートアラーム表示 ⑤ Ｄチャネル同期用フラグ
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(３) ＩＳＤＮ基本ユーザ・網インタフェースのレイヤ１では、複数の端末が一つのＤチャネルを

共用するため、アクセスの競合が発生することがある。Ｄチャネルへの正常なアクセスを確保

するための制御手順として、一般に、 (ウ) といわれる方式が用いられている。 (２点)

① ＴＤＭＡ ② ＣＤＭＡ ③ エコーチェック

④ 優先制御 ⑤ ＣＳＭＡ／ＣＤ

(４) ＩＳＤＮ基本ユーザ・網インタフェースにおける情報転送手順について述べた次の二つの記

述は、 (エ) 。 (２点)

Ａ 確認形情報転送手順は、ポイント・ツー・ポイントデータリンク及びポイント・ツー・マ

ルチポイントデータリンクに適用される。

Ｂ 非確認形情報転送手順では、情報フレームの転送時に、誤り制御及びフロー制御は行われ

ない。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(５) ＩＳＤＮ基本ユーザ・網インタフェースにおけるレイヤ３のメッセージは、共通部と個別部

から成る。共通部は、全てのメッセージに共通に含まれており、大別して、プロトコル識別子、

呼番号及び (オ) の３要素から構成されている。 (２点)

① メッセージ種別 ② ユーザ情報 ③ 送信元アドレス

④ 宛先アドレス ⑤ 情報要素識別子

第４問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計１０点)

(１) ＩＴＵ－Ｔ Ｇ.９９２において標準化されたＡＤＳＬ規格には、付帯規格として (ア)

があり、これはＩＳＤＮ回線からの漏話によるＡＤＳＬ回線への影響を緩和する対策がとられ

ている規格である。 (２点)

① Ａｎｎｅｘ Ｂ ② Ａｎｎｅｘ Ｃ ③ Ａｎｎｅｘ Ｄ

④ Ａｎｎｅｘ Ｅ ⑤ Ａｎｎｅｘ Ｈ

(２) ＧＥ－ＰＯＮについて述べた次の二つの記述は、 (イ) 。 (２点)

Ａ ＧＥ－ＰＯＮでは、毎秒１０ギガビットの上り帯域を各ＯＮＵで分け合うので、上り帯域

を使用していないＯＮＵにも帯域が割り当てられることによる無駄をなくすため、ＯＬＴに

ＤＢＡ(動的帯域割当)アルゴリズムを搭載し、上りのトラヒック量に応じて柔軟に帯域を割

り当てている。

Ｂ ＧＥ－ＰＯＮのＤＢＡアルゴリズムを用いたＤＢＡ機能には、一般に、帯域制御機能と遅

延制御機能がある。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない
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(３) ＥｏＭＰＬＳにおけるイーサネットフレームを転送する技術などについて述べた次の記述の

うち、誤っているものは、 (ウ) である。 (２点)

① ユーザネットワークのアクセス回線から転送されたイーサネットフレームは、一

般に、ＭＰＬＳドメインの入口にあるラベルエッジルータ(ＬＥＲ)でＰＡ(PreAmble/

SFD)とＦＣＳが除去され、レイヤ３転送用のヘッダとＭＰＬＳヘッダが付加される。

② ＭＰＬＳドメインの入口にあるＬＥＲに転送されたユーザのイーサネットフレームは、

ユーザを特定するためのＶＣラベルが付加され、トンネルラベルでカプセル化される。

③ ＭＰＬＳドメインの入口にあるＬＥＲで転送用に付加されるＭＰＬＳヘッダは、

トンネルラベルとＶＣラベルから構成され、Ｓｈｉｍヘッダともいわれ、トンネル

ラベルはＭＰＬＳ網内のラベルスイッチルータ(ＬＳＲ)で付け替えられて転送される。

④ トンネルラベルは、ＭＰＬＳドメインの出口にあるＬＥＲの一段前のＬＳＲで削

除される。

⑤ ＭＰＬＳ網内を転送されたＭＰＬＳフレームは、一般に、ＭＰＬＳドメインの出

口にあるＬＥＲに到達した後、ラベルが取り除かれ、オリジナルのイーサネット

フレームとしてユーザネットワークのアクセス回線に転送される。

(４) ＩＰｖ６の中継ノード(ルータなど)で転送されるパケットの分割処理などについて述べた次

の二つの記述は、 (エ) 。 (２点)

Ａ ＩＰｖ６ネットワークで転送されるパケットは、送信元ノードのみがパケットを分割する

ことができ、中継ノードはパケットを分割しないで転送するため、パスＭＴＵ探索機能により、

あらかじめ送信先ノードまでの間で転送可能なパケットの最大長を検出する。

Ｂ ＩＰｖ６ネットワークでは、送信しようとしたパケットがリンクＭＴＵ値より大きいため

送信できない場合などに、パケットサイズ過大(Packet Too Big)を示すＩＣＭＰｖ６のエラー

メッセージがパケットの送信元に返される。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(５) ＳＤＨベースのユーザ・網インタフェースにおけるＡＴＭの技術などについて述べた次の記

述のうち、正しいものは、 (オ) である。 (２点)

① ＡＴＭアダプテーション・レイヤで生成・挿入された空きセルは、転送先のＡＴＭ

アダプテーション・レイヤで破棄される。

② ＡＴＭ網が輻輳状態に陥ったときなどに、優先的に破棄されるセルは、ＡＴＭセ
ふくそう

ルのヘッダ部にあるＣＬＰ(Cell Loss Priority)フィールドのビット値が０である。

③ 伝送コンバージェンスサブレイヤにおいて、転送される信号は、伝送媒体ごとに

光信号はＮＲＺ符号に、電気信号はＣＭＩ符号に伝送路符号化される。

④ 伝送コンバージェンスサブレイヤでは、上位レイヤからのセル流を下位レイヤに

流すための速度整合を行う。

⑤ 物理媒体依存サブレイヤの機能であるセル同期は、一般に、自己同期スクランブラ

といわれるアルゴリズムが推奨されている。
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第５問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。ただし、 内の同じ記号は、同じ解答を示す。 (小計１０点)

(１) 即時式完全線群のトラヒックについて述べた次の二つの記述は、 (ア) 。 (２点)

Ａ ある回線群で運ばれた呼量は、出回線群の平均同時接続数、出回線群における１時間当た

りのトラヒック量などで表される。

Ｂ ある回線群における出線能率は、出回線数を運ばれた呼量で除することにより求められる。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(２) 入回線数及び出回線数がそれぞれ等しい即時式完全線群と即時式不完全線群とを比較すると、

加わった呼量が等しい場合、一般に、呼損率は (イ) 。 (２点)

① 待合せ率の大きい方が小さい ② 即時式完全線群の方が大きい

③ 即時式不完全線群の方が大きい ④ 等しい

(３) ある回線群についてトラヒックを２０分間調査し、保留時間別に呼数を集計したところ、表

に示す結果が得られた。調査時間中におけるこの回線群の呼量が３.０アーランであるとき、

保留時間が１６０秒の呼数は、 (ウ) 呼である。 (２点)

① ２ ② ３ ③ ４ ④ ５ ⑤ ６

１呼当たりの保留時間 １１０秒 １２０秒 １５０秒 １６０秒

呼 数 ５ １０ ７ (ウ)

(４) スイッチングハブのフレーム転送方式におけるストアアンドフォワード方式は、有効フレー

ムの先頭から (エ) までを受信した後、異常がなければフレームを転送する。 (２点)

① ３バイト ② ６バイト ③ １２バイト

④ ６４バイト ⑤ ＦＣＳ

(５) ネットワークを構成する機器であるレイヤ３スイッチについて述べた次の記述のうち、誤っ

ているものは、 (オ) である。 (２点)

① レイヤ３スイッチでは、ＲＩＰ(Routing Information Protocol)やＯＳＰＦ

(Open Shortest Path First)といわれるルーティングプロトコルを用いること

ができる。

② レイヤ２に対応したレイヤ３スイッチは、受信したフレームの送信元ＭＡＣ

アドレスを読み取り、アドレステーブルに登録されているかどうかを検索し、

登録されていない場合はアドレステーブルに登録する。

③ レイヤ３スイッチには、一般に、受信したフレームをＭＡＣアドレスに基づ

き中継するレイヤ２処理部と受信したパケットをＩＰアドレスに基づき中継す

るレイヤ３処理部がある。

④ レイヤ３スイッチは、ＣＰＵ(中央処理装置)を用いてソフトウェア処理によ

りフレームを高速で転送する。これに対し、ルータは、ＡＳＩＣ(特定用途向け

ＩＣ)を用いてハードウェア処理によりフレームを転送する。このためレイヤ３

スイッチは、一般に、ルータと比較して転送速度が速い。

⑤ レイヤ３スイッチは、ＶＬＡＮ(Virtual LAN)機能によりＶＬＡＮとして分

割したネットワークを相互に接続することができる。
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第６問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計１０点)

(１) ＩＳＰ(Internet Service Provider)によるスパムメール対策として、ＩＳＰがあらかじめ用

意しているメールサーバ以外からのメールをＩＳＰの外へ送信しない仕組みである (ア)

がある。 (２点)

① ＳＭＴＰ－ＡＵＴＨ ② ＤＫＩＭ ③ ＯＰ２５Ｂ

④ オープンリレー ⑤ ＵＲＬフィルタリング

(２) 暗号化電子メールを実現する代表的な方式であるＰＧＰとＳ／ＭＩＭＥの異なる点について

述べた次の記述のうち、正しいものは、 (イ) である。 (２点)

① 送信者が、電子メールの内容を共通鍵で暗号化し、その鍵を受信者の公開鍵を

用いて暗号化する方式をとるか否かである。

② 送信者が、電子メールの内容を公開鍵で暗号化し、その鍵を受信者の共通鍵を

用いて暗号化する方式をとるか否かである。

③ 電子メールに電子署名を付加するか否かである。

④ 公開鍵を証明するための第三者機関が必要であるか否かである。

(３) セキュリティプロトコルとその特徴について述べた次の記述のうち、誤っているものは、

(ウ) である。 (２点)

① Ｓ／ＭＩＭＥは、電子メールでマルチメディア情報を取り扱う規格であるＭＩＭＥ

に、セキュリティ機能を実装したプロトコルである。

② ＳＳＨは、４層から構成されているＴＣＰ／ＩＰのプロトコル階層モデルにおい

てアプリケーション層に位置し、サーバとリモートコンピュータとの間でセキュア

なリモートログインを可能としている。

③ ＳＳＬでは、ＲＣ４などの公開鍵暗号を利用したデジタル証明書による認証を行

い、なりすましを防いでいる。

④ ＲＡＤＩＵＳは、ユーザ認証、ユーザ情報の管理などを行い、アクセスサーバと

認証サーバとの間で用いられる。

(４) 無線ＬＡＮのセキュリティについて述べた次の二つの記述は、 (エ) 。 (２点)

Ａ ＷＥＰは通信の暗号化にＡＥＳを用いており、暗号鍵を一定時間おきに動的に更新できる。

Ｂ ＩＥＥＥ８０２.１１ｉでは、通信の暗号化にＴＫＩＰやＡＥＳを用いることや、端末の

認証にＩＥＥＥ８０２.１ｘを用いることを定めている。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(５) ＪＩＳ Ｑ ２７００１：２０１４に規定されている、ＩＳＭＳ(情報セキュリティマネジメ

ントシステム)の要求事項を満たすための管理策について述べた次の二つの記述は、 (オ) 。

(２点)

Ａ 情報セキュリティのための方針群は、これを定義し、管理層が承認し、発行し、全ての従

業員に通知しなければならず、関連する外部関係者に対しては秘匿しなければならない。

Ｂ 装置は、可用性及び完全性を継続的に維持することを確実にするために、正しく保守しな

ければならない。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない
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第７問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計１０点)

(１) メタリック平衡対ケーブルで構成される線路設備について述べた次の二つの記述は、

(ア) 。 (２点)

Ａ 架空メタリック平衡対ケーブルの接続箇所に用いられる架空用クロージャ(接続端子函)は、
かん

風雨に直接さらされるため、一般に、地下メタリック平衡対ケーブルの接続箇所に用いられ

る地下用クロージャと比較して気密性が高い。

Ｂ 架空メタリック平衡対ケーブルの心線接続には、一般に、融着接続機を用いて心線導体を

熱で融着する接続方法が用いられている。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(２) ＪＩＳ Ｃ ０３０３：２０００構内電気設備の配線用図記号に規定されている、電話・情報

設備のうちの通信用(電話用)アウトレットの図記号は、 (イ) である。 (２点)

① ② ③ ④ ⑤

(３) 事務所内などの配線工事において、波形のデッキプレートの溝部にカバーを取り付けて配線

路とする (ウ) 配線方式は、一般に、配線ルート及び配線取出し口を固定できる場合に適

用される。 (２点)

① バスダクト ② 簡易二重床 ③ フロアダクト

④ 電線管 ⑤ セルラダクト

(４) デジタル式ＰＢＸの代表着信方式の設定において、代表グループ内の回線に優先順位を設け、

常に優先順位が高い空回線を選択させる場合は、 (エ) 方式を選定する。 (２点)

① バーチャルライン応答 ② 順次サーチ ③ ラウンドロビン

④ ストレートライン応答 ⑤ ダイレクトインライン

(５) デジタル式ＰＢＸの設置工事終了後に行う機能確認試験について述べた次の二つの記述は、

(オ) 。 (２点)

Ａ ＩＶＲ試験では、着信に対して自動音声で応答すること、及び自動音声のガイダンスに従

い接続先や情報案内などを選択してプッシュボタンを操作することにより、所定の動作が正

常に行われることを確認する。

Ｂ ＡＣＤ試験では、着信呼が、均等配分などの設定に従って、所定の受付オペレータ席など

へ自動的に振り分けられることを確認する。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない
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第８問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計１０点)

(１) ＩＳＤＮ基本ユーザ・網インタフェースのバス配線では、一般に、ＩＳＯ８８７７に準拠し

たＲＪ－４５のモジュラジャックが使用され、端子配置においては、 (ア) 送信端子とし

て使用される。 (２点)

① １、２番端子がＤＳＵ側の、７、８番端子が端末機器側の

② ７、８番端子がＤＳＵ側の、１、２番端子が端末機器側の

③ ３、６番端子がＤＳＵ側の、４、５番端子が端末機器側の

④ ４、５番端子がＤＳＵ側の、３、６番端子が端末機器側の

⑤ ３、４番端子がＤＳＵ側の、５、６番端子が端末機器側の

(２) ＩＳＤＮ基本ユーザ・網インタフェースにおける、ポイント・ツー・マルチポイント構成で

の配線長の規格について述べた次の二つの記述は、 (イ) 。 (２点)

Ａ ＴＥの接続用ジャックとＴＥ間の接続コードの配線長は、１０メートル以下と規定されて

いる。

Ｂ ＴＥの接続用ジャックとバス配線ケーブル間に用いるスタブの配線長は、１メートル以下

と規定されている。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(３) ＩＳＤＮ基本ユーザ・網インタフェースのバス配線における終端抵抗Ｒの接続方法として正

しいものは、図１～図５のうち、 (ウ) である。 (２点)

① 図１ ② 図２ ③ 図３ ④ 図４ ⑤ 図５

図１ 図２

図３ 図４

図５

ＤＳＵ

ＴＥ

ＴＡ線

ＴＢ線

ＲＡ線

ＲＢ線

Ｒ

Ｒ

ＩＳＤＮ
回線
Ｌ１

Ｌ２

ＤＳＵ

ＴＥ

ＴＡ線ＩＳＤＮ
回線 ＴＢ線

ＲＡ線

ＲＢ線

ＲＲＬ１

Ｌ２

ＤＳＵ

ＴＥ

ＴＡ線

ＴＢ線

ＲＡ線

ＲＢ線

Ｒ

ＩＳＤＮ
回線
Ｌ１

Ｌ２

ＤＳＵ

ＴＥ

ＴＡ線

ＴＢ線

ＲＡ線

ＲＢ線

Ｒ

Ｒ

ＩＳＤＮ
回線
Ｌ１

Ｌ２

ＤＳＵ

ＴＥ

ＴＡ線

ＴＢ線

ＲＡ線

ＲＢ線

Ｒ

Ｒ

ＩＳＤＮ
回線
Ｌ１

Ｌ２

Ｒ
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(４) ホームネットワークの工事試験などで実施する光ファイバの損失に関する特性試験について

述べた次の記述のうち、正しいものは、 (エ) である。 (２点)

① 光ファイバの損失に関する特性試験におけるカットバック法は、波長スペクトル全

体に関する光ファイバ損失波長係数を行列とベクトルを用いて計算してその結果を戻

して損失を測定する方法である。

② 光ファイバの損失に関する特性試験における挿入損失法は、原理的にはカットバッ

ク法と同様であるがカットバック法より精度は落ちる。反面、被測定光ファイバ及び

両端に固定される端子に対して非破壊でできる利点がある。

③ 光ファイバの損失に関する特性試験における損失波長モデルは、光ファイバの単一

方向の測定であり、光ファイバの異なる箇所から光ファイバの先端まで後方散乱光パ

ワーを測定する方法である。

④ 光ファイバの曲げ損失に関する特性試験における１／４円曲げ法は、光ファイバに

ねじれを与えないように、光ファイバをマンドレルに緩く巻き付けて測定する方法で

ある。

(５) ＪＩＳ Ｘ ５１５０：２００４の平衡ケーブル配線設計における水平配線の規格について述

べた次の二つの記述は、 (オ) 。 (２点)

Ａ チャネルの物理長は、１００メートルを超えてはならない。また、水平配線ケーブルの物

理長は、９０メートルを超えてはならない。

Ｂ 分岐点は、フロア配線盤から少なくとも１５メートル以上離れた位置に置かなければなら

ない。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

第９問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計１０点)

(１) ＪＩＳ Ｃ ６８２３：２０１０光ファイバ損失試験方法に規定するＯＴＤＲ法について述べ

た次の二つの記述は、 (ア) 。 (２点)

Ａ ＯＴＤＲは、測定分解能及び測定距離のトレードオフを最適化するため、幾つかのパルス

幅と繰返し周波数とを選択できる制御器を備えていてもよい。

Ｂ 短距離測定の場合は、最適な分解能を与えるために、広いパルス幅が必要であり、長距離

測定の場合は、非線形現象の影響のない範囲内で光ピークパワーを小さくすることによって

ダイナミックレンジを大きくすることができる。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(２) ＯＩＴＤＡ／ＴＰ １１／ＢＷ：２０１２ビルディング内光配線システムにおいて、配線盤の

種類は、用途、機能、接続形態及び設置方法によって分類されている。機能による分類の一つ

である (イ) 接続は、ケーブルとケーブル又はケーブルコードなどをジャンパコードで自

由に選択できる接続で、需要の変動、支障移転、移動などによる心線間の切替えに容易に対応

できる。

なお、ＯＩＴＤＡ／ＴＰ １１／ＢＷ：２０１２は、ＪＩＳ ＴＳ Ｃ００１７の有効期限切れ

に伴い同規格を受け継いで光産業技術振興協会(ＯＩＴＤＡ)が技術資料として策定、公表して

いるものである。 (２点)

① 相 互 ② コネクタ ③ 融 着 ④ 変 換 ⑤ 交 差
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(３) ＪＩＳ Ｘ ５１５０：２００４では、図に示す設計において、カテゴリ６要素を使ったクラ

スＥのチャネルの場合、パッチコード／ジャンパ及び機器コードの長さの総和が１４メートル

のとき、幹線ケーブルの最大長は、 (ウ) メートルとなる。ただし、使用温度は２０ ℃ 、

コードの挿入損失 dＢ／ｍ は幹線ケーブルの挿入損失 dＢ／ｍ に対して５０パーセント増と

する。 (２点)

① ７８ ② ７９ ③ ８０ ④ ８１ ⑤ ８２

(４) ＡＮＳＩ／ＴＩＡ／ＥＩＡ－５６８－Ｂ又は５６８－Ａ規格の情報配線システム工事完了時

の試験に使用される、一般に、フィールド試験器といわれる専用の機器について述べた次の記

述のうち、誤っているものは、 (エ) である。 (２点)

① カテゴリ５ケーブル用の試験と認証には、測定確度レベルⅡに適合したフィールド

試験器を用いることが推奨されている。

② カテゴリ５ｅケーブル用の試験と認証には、測定確度レベルⅡｅに適合したフィー

ルド試験器を用いることが推奨されている。

③ カテゴリ６ケーブル用の試験と認証には、測定確度レベルⅢに適合したフィールド

試験器を用いることが推奨されている。

④ カテゴリ６ｅケーブル用の試験と認証には、測定確度レベルⅢｅに適合したフィー

ルド試験器を用いることが推奨されている。

(５) ＪＩＳ Ｃ ６８２３：２０１０光ファイバ損失試験方法における挿入損失法及びカットバッ

ク法について述べた次の二つの記述は、 (オ) 。 (２点)

Ａ 挿入損失法は、光ファイバの単一方向の測定であり、光ファイバの入力端から終端までの

後方散乱光パワーを測定するもので、被測定光ファイバの両端からの後方散乱光を測定し、

得られた二つの測定値を平均化することにより、光ファイバの損失試験に用いることができる。

Ｂ カットバック法は、入射条件を変えずに光ファイバ末端から放射される光パワーと、入射

地点近くで切断した光ファイバから放射される光パワーを直接測定し、計算により損失を求

める。この方法は、入力条件が変化する状態で損失の変化を測定することは困難である。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

ＥＱＰＣＣＣ ＣＥＱＰ

機器コード 機器コード

幹線ケーブル

Ｃ

パッチコード／
ジャンパ

チャネル

Ｃ

パッチコード／
　ジャンパ

Ｃ = 接続点(対接続)
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第１０問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選

び、その番号を記せ。 (小計１０点)

(１) ＪＩＳ Ｘ ５１５０：２００４の平衡配線の性能測定における３dＢ／４dＢルールといわれ

る判定方法について述べた次の二つの記述は、 (ア) 。 (２点)

Ａ 挿入損失の測定結果が３.０dＢを下回る周波数範囲の反射減衰量に関する特性について、

その周波数範囲の部分での反射減衰量の測定値は、参考とするとされている。

Ｂ 挿入損失の測定結果が４.０dＢを下回る周波数範囲の近端漏話減衰量に関する特性につい

て、その周波数範囲の部分での近端漏話減衰量の測定値は、参考とするとされている。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(２) ＡＮＳＩ／ＴＩＡ／ＥＩＡ－５６８－Ａ、Ｂ及びＪＩＳ Ｘ ５１５０：２００４に規定する

平衡ケーブルの規格について述べた次の記述のうち、誤っているものは、 (イ) である。

(２点)

① ＡＮＳＩの規格において、配線要素、配線ともカテゴリ５と定義されている平衡ケー

ブルは、１００ＢＡＳＥ－ＴＸのアプリケーションをサポートしている。

② ＡＮＳＩの規格において、配線要素、配線ともカテゴリ５ｅと定義されている平衡

ケーブルは、ＪＩＳの平衡配線についての性能規定において、カテゴリ５要素、

クラスＤ平衡ケーブル配線性能として提供されている平衡配線に相当し、最高規定

周波数は１００メガヘルツであり、１０００ＢＡＳＥ－Ｔのアプリケーションをサ

ポートしている。

③ ＡＮＳＩの規格において、配線要素、配線ともカテゴリ６と定義されている平衡ケー

ブルは、ＪＩＳの平衡配線についての性能規定において、カテゴリ６要素、クラス

Ｅ平衡ケーブル配線性能として提供されている平衡配線に相当し、最高規定周波数

は２５０メガヘルツであり、１０００ＢＡＳＥ－ＴＸのアプリケーションをサポー

トしている。

④ ＡＮＳＩの規格において、配線要素、配線ともカテゴリ６ｅと定義されている平衡

ケーブルは、ＪＩＳの平衡配線についての性能規定において、カテゴリ６要素、ク

ラスＥ平衡ケーブル配線性能として提供されている平衡配線の２倍の周波数帯域の

性能を持ち、１００ＧＢＡＳＥ－Ｔのアプリケーションをサポートしている。

(３) 職場における安全活動などについて述べた次の二つの記述は、 (ウ) 。 (２点)

Ａ 職場の潜在的な危険性又は有害性を見つけ出し、これを除去又は低減する手法は、リスク

アセスメントといわれ、一般に、危険性又は有害性についてそれぞれ見積もられたリスクが、

全て除去されるまで対策を繰り返し実施しなければならないとされている。

Ｂ １件の重大事故の背後には２９件の軽微な事故があり、さらにその背後には３００件のヒ

ヤリハットがあるという経験則は、ハインリッヒの法則といわれ、事故を防ぐためには、ヒ

ヤリハットの段階での対処が重要であることを示唆している。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない
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(４) ＪＩＳ Ｚ ９０２１：１９９８シューハート管理図に基づく工程管理などについて述べた次

の二つの記述は、 (エ) 。 (２点)

Ａ シューハート管理図には、基本的に計量値管理図と計数値管理図の二つのタイプがあり、

計量値管理図では、分布の位置を管理するための管理図とばらつきを管理するための管理図

が対として用いられる。

Ｂ シューハート管理図において、一般に、打点された特性値が、中心線の上側にある場合は

特に対策を必要とせず、中心線の下側にある場合は特性値が中心線の上側になるように、速

やかに対策をとる必要がある。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(５) 図に示す、工程管理などに用いられるアローダイアグラムにおいて、作業Ｄ、作業Ｅ、作業

Ｆ、作業Ｊ及び作業Ｋをそれぞれ１日短縮できるとき、短縮できても全体工期を２日短縮する

のに関係しない作業は、作業 (オ) である。 (２点)

① Ｄ ② Ｅ ③ Ｆ ④ Ｊ ⑤ Ｋ

作業Ｇ

作業Ｊ作業Ｈ

６日 ６日

３日

作業Ｃ

３日

５日

作業Ｆ

作業Ｂ

５日

１１日

作業Ｉ

作業Ａ

作業Ｋ

２
５日

６日

８日

作業Ｅ

作業Ｄ

３日

１ ３

４

５

７

６

８ ９
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端末設備の接続に関する法規

第１問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から、｢電気通信事業法｣又

は｢電気通信事業法施行規則｣に規定する内容に照らして最も適したものを選び、その番号を記せ。

(小計２０点)

(１) 電気通信事業法に規定する｢端末設備の接続の技術基準｣又は電気通信事業法施行規則に規定

する｢利用者からの端末設備の接続請求を拒める場合｣について述べた次の文章のうち、誤って

いるものは、 (ア) である。 (４点)

① 端末設備の接続の技術基準は、電気通信回線設備を利用する他の利用者に迷惑を及

ぼさないようにすることが確保されるものとして定められなければならない。

② 端末設備の接続の技術基準は、電気通信回線設備を損傷し、又はその機能に障害を

与えないようにすることが確保されるものとして定められなければならない。

③ 端末設備の接続の技術基準は、電気通信事業者の設置する電気通信回線設備と利用

者の接続する端末設備との責任の分界が明確であるようにすることが確保されるもの

として定められなければならない。

④ 電気通信事業者は、利用者から端末設備をその電気通信回線設備(その損壊又は故障等

による利用者の利益に及ぼす影響が軽微なものとして総務省令で定めるものを除く。)

に接続すべき旨の請求を受けたときは、その接続が総務省令で定める技術基準に適合

しない場合その他総務省令で定める場合を除き、その請求を拒むことができない。

⑤ 電気通信事業者は、利用者から、端末設備であって電波を使用するもの(別に告示

で定めるものを除く。)及び公衆電話機その他電気通信事業者による接続の検査が著し

く困難であるものの接続の請求を受けた場合は、その請求を拒むことができる。

(２) 電気通信事業法に規定する｢電気通信事業の登録｣及び｢管理規程｣について述べた次の二つの

文章は、 (イ) 。 (４点)

Ａ 電気通信事業を営もうとする者は、総務大臣の登録を受けなければならない。ただし、そ

の者の設置する電気通信回線設備の規模及び利用者の数が総務大臣が別に定める基準を超え

ない場合は、この限りでない。

Ｂ 電気通信事業者は、総務省令で定めるところにより、事業用電気通信設備の管理規程を定

め、電気通信事業の開始前に、総務大臣に届け出なければならない。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(３) 電気通信回線設備を設置する電気通信事業者は、端末設備に異常がある場合その他 (ウ)

に支障がある場合において必要と認めるときは、利用者に対し、その端末設備の接続が総務省

令で定める技術基準に適合するかどうかの検査を受けるべきことを求めることができる。この

場合において、当該利用者は、正当な理由がある場合その他総務省令で定める場合を除き、そ

の請求を拒んではならない。 (４点)

① 電気通信設備の適正な維持 ② 電気通信事業の適切な運営

③ 電気通信業務の的確な遂行 ④ 電気通信役務の円滑な提供

⑤ 電気通信回線設備の効率的な運用

(４) 公共の利益のため緊急に行うことを要するその他の通信として総務省令で定めるものに、水

道、ガス等の国民の日常生活に必要不可欠な役務の提供その他 (エ) するため緊急を要す

る事項を内容とする通信がある。 (４点)

① 社会の秩序を回復 ② 国民の財産を保全 ③ 生活基盤を維持

④ 電力の供給を確保 ⑤ 電気通信業務を継続
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(５) 電気通信事業法に規定する｢工事担任者資格者証｣について述べた次の二つの文章は、

(オ) 。 (４点)

Ａ 総務大臣は、工事担任者資格者証の交付を受けようとする者の養成課程で、総務大臣が総

務省令で定める基準に適合するものであることの認定をしたものを修了した者に対し、工事

担任者資格者証を交付する。

Ｂ 総務大臣は、電気通信事業法の規定により工事担任者資格者証の返納を命ぜられ、その日

から２年を経過しない者に対しては、工事担任者資格者証の交付を行わないことができる。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

第２問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から、｢工事担任者規則｣、

｢端末機器の技術基準適合認定等に関する規則｣又は｢有線電気通信法｣に規定する内容に照らして

最も適したものを選び、その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 工事担任者規則に規定する｢資格者証の種類及び工事の範囲｣について述べた次の文章のうち、

正しいものは、 (ア) である。 (４点)

① ＡＩ第二種工事担任者は、アナログ伝送路設備に端末設備等を接続するための工事

のうち、端末設備等に収容される電気通信回線の数が５０以下であって内線の数が

２００以下のものに限る工事を行い、又は監督することができる。また、総合デジタ

ル通信用設備に端末設備等を接続するための工事のうち、総合デジタル通信回線の数

が基本インタフェースで５０以下のものに限る工事を行い、又は監督することができる。

② ＡＩ第三種工事担任者は、アナログ伝送路設備に端末設備を接続するための工事の

うち、端末設備に収容される電気通信回線の数が１のものに限る工事を行い、又は監

督することができる。また、総合デジタル通信用設備に端末設備を接続するための工

事のうち、総合デジタル通信回線の数が毎秒６４キロビット換算で１のものに限る工

事を行い、又は監督することができる。

③ ＤＤ第二種工事担任者は、デジタル伝送路設備に端末設備等を接続するための工事

のうち、接続点におけるデジタル信号の入出力速度が毎秒１ギガビット以下のものに

限る工事を行い、又は監督することができる。ただし、総合デジタル通信用設備に端

末設備等を接続するための工事を除く。

④ ＤＤ第三種工事担任者は、デジタル伝送路設備に端末設備等を接続するための工事の

うち、接続点におけるデジタル信号の入出力速度が毎秒１ギガビット以下であって、

主としてインターネットに接続するための回線に係るものに限る工事を行い、又は監

督することができる。ただし、総合デジタル通信用設備に端末設備等を接続するため

の工事を除く。

(２) 工事担任者規則に規定する｢資格者証の再交付｣及び｢資格者証の返納｣について述べた次の

二つの文章は、 (イ) 。 (４点)

Ａ 工事担任者は、氏名に変更を生じたために資格者証の再交付の申請をしようとするときは、

別に定める様式の申請書に資格者証、写真一枚及び氏名の変更の事実を証する書類を添えて、

総務大臣に提出しなければならない。

Ｂ 工事担任者資格者証の返納を命ぜられた者は、その処分を受けた日から３０日以内にその

資格者証を総務大臣に返納しなければならない。資格者証の再交付を受けた後失った資格者

証を発見したときも同様とする。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない
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(３) 端末機器の技術基準適合認定等に関する規則に規定する、端末機器の技術基準適合認定番号

について述べた次の文章のうち、正しいものは、 (ウ) である。 (４点)

① 専用通信回線設備に接続される端末機器に表示される技術基準適合認定番号の最初

の文字は、Ａである。

② デジタルデータ伝送用設備に接続される端末機器に表示される技術基準適合認定番

号の最初の文字は、Ｂである。

③ 総合デジタル通信用設備に接続される端末機器に表示される技術基準適合認定番号

の最初の文字は、Ｃである。

④ 移動電話用設備(インターネットプロトコル移動電話用設備を除く。)に接続される

端末機器に表示される技術基準適合認定番号の最初の文字は、Ｄである。

⑤ インターネットプロトコル移動電話用設備に接続される端末機器に表示される技術

基準適合認定番号の最初の文字は、Ｅである。

(４) 有線電気通信法の｢有線電気通信設備の届出｣において、有線電気通信設備(その設置について

総務大臣に届け出る必要のないものを除く。)を設置しようとする者は、 (エ) 、設備の設

置の場所及び設備の概要を記載した書類を添えて、設置の工事の開始の日の２週間前まで(工事

を要しないときは、設置の日から２週間以内)に、その旨を総務大臣に届け出なければならない

と規定されている。 (４点)

① 有線電気通信の技術的条件 ② 設備の接続の方法

③ 有線電気通信の方式の別 ④ 設備の工事の方法

⑤ 電気通信回線設備の使用の態様

(５) 有線電気通信法に規定する、有線電気通信設備(政令で定めるものを除く。)の技術基準によ

り確保される事項について述べた次の文章のうち、正しいものは、 (オ) である。(４点)

① 有線電気通信設備は、重要通信に妨害を与えないよう、他の通信の一部を制限し、

又は停止できるようにすること。

② 有線電気通信設備は、通信の秘密の確保に支障を与えないようにすること。

③ 有線電気通信設備は、重要通信に付される識別信号を識別できるようにすること。

④ 有線電気通信設備は、電気通信事業者の設置する電気通信回線設備と利用者の接続

する端末設備との責任の分界が明確であるようにすること。

⑤ 有線電気通信設備は、他人の設置する有線電気通信設備に妨害を与えないようにす

ること。
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第３問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から、｢端末設備等規則｣に

規定する内容に照らして最も適したものを選び、その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 用語について述べた次の文章のうち、誤っているものは、 (ア) である。 (４点)

① アナログ電話端末とは、端末設備であって、アナログ電話用設備に接続される点に

おいて２線式の接続形式で接続されるものをいう。

② 移動電話用設備とは、電話用設備であって、端末設備又は自営電気通信設備との接

続において電波を使用するものをいう。

③ 総合デジタル通信用設備とは、電気通信事業の用に供する電気通信回線設備であっ

て、主として６４キロビット毎秒を単位とするデジタル信号の伝送速度により、符号、

音声その他の音響又は影像を統合して伝送交換することを目的とする電気通信役務の

用に供するものをいう。

④ 制御チャネルとは、移動電話用設備と移動電話端末又はインターネットプロトコル

移動電話端末の間に設定され、主として制御信号の伝送に使用する通信路をいう。

⑤ 専用通信回線設備等端末とは、端末設備であって、専用通信回線設備又は総合デジ

タル通信用設備に接続されるものをいう。

(２) 責任の分界又は安全性等について述べた次の文章のうち、誤っているものは、 (イ) で

ある。 (４点)

① 利用者の接続する端末設備(以下｢端末設備｣という。)は、事業用電気通信設備との

責任の分界を明確にするため、事業用電気通信設備との間に分界点を有しなければな

らない。

② 分界点における接続の方式は、端末設備を接続形式ごとに配線設備等から容易に切

り離せるものでなければならない。

③ 端末設備は、事業用電気通信設備から漏えいする通信の内容を意図的に識別する機

能を有してはならない。

④ 端末設備は、事業用電気通信設備との間で鳴音(電気的又は音響的結合により生ず

る発振状態をいう。)を発生することを防止するために総務大臣が別に告示する条件

を満たすものでなければならない。

(３) ｢配線設備等｣及び｢絶縁抵抗等｣について述べた次の二つの文章は、 (ウ) 。 (４点)

Ａ 配線設備等は、事業用電気通信設備を損傷し、又はその機能に障害を与えないようにする

ため、総務大臣が別に告示するところにより配線設備等の設置の方法を定める場合にあって

は、その方法によるものでなければならない。

Ｂ 端末設備の機器は、その電源回路と筐体及びその電源回路と事業用電気通信設備との間に
きょう

おいて、使用電圧が７５０ボルトを超える直流及び６００ボルトを超える交流の場合にあっ

ては、その使用電圧の２.５倍の電圧を連続して１０分間加えたときこれに耐える絶縁耐力

を有しなければならない。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(４) 端末設備内において電波を使用する端末設備にあっては、総務大臣が別に告示するものを除

き、使用される無線設備は、 (エ) 筐体に収められており、かつ、容易に開けることがで

きないものでなければならない。 (４点)

① 密閉した ② 金属製の ③ 一の ④ 堅ろうな ⑤ 耐震構造の
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(５) 安全性等について述べた次の二つの文章は、 (オ) 。 (４点)

Ａ 配線設備等の電線相互間及び電線と大地間の絶縁抵抗は、直流２００ボルト以上の一の電

圧で測定した値で０.４メガオーム以上であること。

Ｂ 通話機能を有する端末設備は、通話中に受話器から過大な音響衝撃が発生することを防止

する機能を備えなければならない。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

第４問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から、｢端末設備等規則｣に

らして最も適したものを選び、その番号を記せ。 (小計２０点)規定する内容に照

(１) アナログ電話端末の｢基本的機能｣及び｢発信の機能｣について述べた次の二つの文章は、

(ア) 。 (４点)

Ａ アナログ電話端末の直流回路は、発信又は応答を行うとき閉じ、通信が終了したとき開く

ものでなければならない。

Ｂ アナログ電話端末は、自動的に選択信号を送出する場合にあっては、直流回路を閉じてか

ら３秒以上経過後に選択信号の送出を開始するものでなければならない。ただし、電気通信

回線からの呼出音又はこれに相当する可聴音を確認した後に選択信号を送出する場合にあっ

ては、この限りでない。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(２) 直流回路を開いているときのアナログ電話端末の呼出信号 (イ) 時における直流回路の

静電容量は、３マイクロファラド以下であり、インピーダンスは、７５ボルト、１６ヘルツの

交流に対して２キロオーム以上でなければならない。 (４点)

① 停 止 ② 転 送 ③ 送 信 ④ 受 信 ⑤ 検 出

(３) 移動電話端末の｢基本的機能｣、｢緊急通報機能｣、｢発信の機能｣又は｢送信タイミング｣につい

て述べた次の文章のうち、誤っているものは、 (ウ) である。 (４点)

① 移動電話端末は、応答を行う場合にあっては、応答を確認する信号を送出するもの

でなければならない。

② 移動電話端末は、通信を終了する場合にあっては、チャネル(通話チャネル及び制御

チャネルをいう。)を切断する信号を送出するものでなければならない。

③ 移動電話端末であって、通話の用に供するものは、緊急通報を受信する機能を備え

なければならない。

④ 移動電話端末は、自動再発信を行う場合にあっては、その回数は２回以内でなけれ

ばならない。ただし、最初の発信から３分を超えた場合にあっては、別の発信とみなす。

なお、この規定は、火災、盗難その他の非常の場合にあっては、適用しない。

⑤ 移動電話端末は、総務大臣が別に告示する条件に適合する送信タイミングで送信す

る機能を備えなければならない。
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(４) 専用通信回線設備等端末の｢電気的条件等｣及び｢漏話減衰量｣について述べた次の二つの文章

は、 (エ) 。 (４点)

Ａ 専用通信回線設備等端末は、総務大臣が別に告示する電気的条件及び光学的条件のいずれ

の条件にも適合するものでなければならない。

Ｂ 複数の電気通信回線と接続される専用通信回線設備等端末の回線相互間の漏話減衰量は、

１,５００ヘルツにおいて７０デシベル以上でなければならない。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(５) 総合デジタル通信端末の｢基本的機能｣、｢発信の機能｣又は｢電気的条件等｣について述べた次

の文章のうち、正しいものは、 (オ) である。 (４点)

① 発信又は応答を行う場合にあっては、初期設定用のメッセージを送出するものであ

ること。ただし、総務大臣が別に告示する場合はこの限りでない。

② 通信を終了する場合にあっては、中断メッセージを送出するものであること。ただ

し、総務大臣が別に告示する場合はこの限りでない。

③ 発信に際して相手の端末設備からの応答を自動的に確認する場合にあっては、電気

通信回線からの応答が確認できない場合呼設定メッセージ送出終了後２分以内に呼切

断用メッセージを送出するものであること。

④ 総合デジタル通信端末は、電気通信回線に対して交流の電圧を加えるものであって

はならない。

第５問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から、｢有線電気通信設備

令｣、｢有線電気通信設備令施行規則｣、｢不正アクセス行為の禁止等に関する法律｣又は｢電子署名

及び認証業務に関する法律｣に規定する内容に照らして最も適したものを選び、その番号を記せ。

ただし、 内の同じ記号は、同じ解答を示す。 (小計２０点)

(１) 有線電気通信設備令に規定する用語について述べた次の文章のうち、正しいものは、

(ア) である。 (４点)

① 電線とは、有線電気通信を行うための導体(絶縁物又は保護物で被覆されている場合

は、これらの物を含む。)であって、強電流電線に重畳される通信回線に係るものをいう。

② 線路とは、送信の場所と受信の場所との間に設置されている電線及びこれに係る中

継器その他の機器をいい、これらを支持し、又は保蔵するための工作物を除く。

③ 離隔距離とは、線路と他の物体(線路を含む。)の定常状態におけるこれらの物の間

の距離をいう。

④ 絶対レベルとは、一の有効電力の１ミリワットに対する比をデシベルで表わしたも

のをいう。

⑤ 平衡度とは、通信回線の中性点と大地との間に起電力を加えた場合におけるこれら

の間に生ずる電圧と通信回線の端子間に生ずる電圧との比をデシベルで表わしたもの

をいう。



Ｎ－26

(２) 有線電気通信設備令に規定する｢架空電線の支持物｣及び｢架空電線と他人の設置した架空電線

等との関係｣について述べた次の二つの文章は、 (イ) 。 (４点)

Ａ 架空電線の支持物には、取扱者が昇降に使用する足場金具等を地表上１.８メートル未満

の高さに取り付けてはならない。ただし、総務省令で定める場合は、この限りでない。

Ｂ 架空電線は、架空強電流電線との水平距離がその架空電線若しくは架空強電流電線の支持

物のうちいずれか低いものの高さに相当する距離以下となるときは、総務省令で定めるとこ

ろによらなければ、設置してはならない。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(３) 有線電気通信設備に使用する電線は、 (ウ) でなければならない。ただし、 (ウ)

を使用することが困難な場合において、他人の設置する有線電気通信設備に妨害を与えるおそ

れがなく、かつ、人体に危害を及ぼし、又は物件に損傷を与えるおそれのないように設置する

場合は、この限りでない。 (４点)

① 絶縁電線又は強電流ケーブル ② 強電流電線又は強電流絶縁電線

③ 絶縁電線又は強電流絶縁電線 ④ 絶縁電線又はケーブル

⑤ 強電流電線又は強電流ケーブル

(４) 不正アクセス行為の禁止等に関する法律に規定する事項について述べた次の文章のうち、

誤っているものは、 (エ) である。 (４点)

① 不正アクセス行為の禁止等に関する法律は、不正アクセス行為を禁止するとともに、

これについての罰則及びその再発防止のための都道府県公安委員会による援助措置等

を定めることにより、インターネットに係る犯罪の防止及びアクセス制御機能により

実現される電気通信に関する秩序の維持を図り、もって電子商取引の普及に寄与する

ことを目的とする。

② アクセス管理者とは、電気通信回線に接続している電子計算機(以下｢特定電子計算

機｣という。)の特定利用につき当該特定電子計算機の動作を管理する者をいう。

③ アクセス制御機能を特定電子計算機に付加したアクセス管理者は、当該アクセス制

御機能に係る識別符号又はこれを当該アクセス制御機能により確認するために用いる

符号の適正な管理に努めるとともに、常に当該アクセス制御機能の有効性を検証し、

必要があると認めるときは速やかにその機能の高度化その他当該特定電子計算機を不

正アクセス行為から防御するため必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

④ アクセス制御機能を有する特定電子計算機に電気通信回線を通じて当該アクセス制

御機能による特定利用の制限を免れることができる情報(識別符号であるものを除く。)

又は指令を入力して当該特定電子計算機を作動させ、その制限されている特定利用を

し得る状態にさせる行為(当該アクセス制御機能を付加したアクセス管理者がするもの

及び当該アクセス管理者の承諾を得てするものを除く。)は、不正アクセス行為に該当

する。

(５) 電子署名及び認証業務に関する法律において電磁的記録とは、電子的方式、磁気的方式その

他 (オ) することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の

用に供されるものをいう。 (４点)

① 第三者は内容を解読 ② 人の知覚によっては認識

③ 外部からは容易に攻撃 ④ 本人以外は任意に改変

⑤ 不正な方法では内容を認証



 

試験問題についての特記事項 

 

(1)  試験問題に記載されている製品名は、それぞれ各社の商標又は登録商標です。 
なお、試験問題では、  及び TM を明記していません。 

 
(2)  問題文及び図中などで使用しているデータは、すべて架空のものです。 

 
(3)  論理回路の記号は、ＭＩＬ記号を用いています。 
 
(4)  試験問題では、常用漢字を使用することを基本としていますが、次の例に示す専門的用語などについては、 

常用漢字以外も用いています。 
       ［例］ ・迂回(うかい) ・筐体(きょうたい)  ・輻輳(ふくそう) ・撚り(より) ・漏洩(ろうえい) など 

 
(5) バイト〔Byte〕は、デジタル通信において情報の大きさを表すために使われる単位であり、一般に、２進数の 

８桁、８ビット〔bit〕です。 
 

(6)  情報通信の分野では、８ビットを表すためにバイトではなくオクテットが使われますが、試験問題では、一般 
に、使われる頻度が高いバイトも用いています。 

 
(7)  試験問題のうち、正誤を問う設問において、句読点の有無など日本語表記上若しくは日本語文法上の誤  

りだけで誤り文とするような出題はしていません。 
  
(8)  法令に表記されている「メグオーム」は、「メガオーム」と同じ単位です。 
 
(9)  法規科目の試験問題において、個別の設問文中の「 」表記は、出題対象条文の条文見出しなどを表して 

います。また、出題文の構成上、必ずしも該当条文どおりには表記しないで該当条文中の(   )表記箇所  
の省略や部分省略などしている場合がありますが、(   )表記の省略の有無などだけで正誤を問うような出題は 
していません。 

 
 


